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１．１ 会社概要 環境報告書 Ｐ３，４

全国鍍金工業組合連合会（１８００社）
静岡県鍍金工業組合（１００社）
浜松鍍金工業協同組合（４０社）

所属

スタンレー電気㈱ ＮＴＮ㈱
ヤマハマリン㈱ 同和メタル㈱
ブリヂストンスポーツ(株)
その他 計２６０社

主要取引先

昭和４１年１２月設 立

Ｂ．Ｓ ＫＡＭＩＹＡ．ＣＯ．ＬＴＤ
タイ王国 アユタヤ県

関連会社

２４００万円資 本 金

土地 床面積
本社工場 ６．９ ３．５
西テクノ工場 １０．５ ２．９
天王倉庫 ０．９ ０．３
合 計 １８．３ ６．７

面積
（千ｍ２）

１００名（‘０６年４月）従 業 員

昭和２９年 ８月創 業

本社工場

西テクノ工場

Ｇｏｏｇｌｅ Ｅａｒｔｈ
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環境報告書 Ｐ３，４

１．２ 事業内容
各種めっき加工 ６０％

電気めっき

無電解めっき

成形とハードコート塗装 ３０％

その他 １０％

ステンレス部品への電解研磨

合成樹脂塗装（クリヤー、黒）
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２．企業理念
「資源を活かし、環境を守る」ＫＡＭＩＹＡ

環境報告書 Ｐ２，３

企業理念
製造技術の開発と向上に努め、快適な環境と豊かな文化
の創造に挑戦し続けます。

経営方針
市場の要求に誠実･迅速に対応し、顧客満足と信頼に応え
ます。

企業の永続的な発展を目指し、適正な利益の確保に努め
ます。

環境問題を経営の重大課題として、環境保全と社会への
貢献に努めます。

能力向上のための人づくりに努め、少数精鋭の働きがいの
ある企業を目指します。
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３．環境に関する主な取組状況

環境マネジメントシステムを早期に構築する
ため、１９９８年８月にキックオフを行いました。

２０００年 ３月 ＩＳＯ１４００１認証取得

ＩＳＯ９００２認証も同時取得しました。全国で１０番目。

環境活動の内容や成果を利害関係者や従業
員に理解して頂くため、めっき業界ではいち
早く、環境報告書の発行を手掛けました。

２００５年１２月 環境報告書２００５発行

環境報告書 Ｐ２
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４．１ 公害防止に係わる業務

めっき業では、周知の通
り水質に係わる公害防
止管理が重要です。

排水処理管理者を選任
し、日々の状況監視、外
部の分析、行政の立入り
などによる管理体制を確
立しております。 排水処理装置

（西テクノ工場）
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４．２ 排水処理における業務内容
排水処理装置の管理者任命

有資格者の配置
製造課及び技術課にて、「公害防止管理者（水質）第二種」の資格を
適宜取得し、業務に係わる者以外にも認識を高めています。

公害防止管理者の有資格者

水質 １２名

騒音 ２名

大気 １名

排水の定期的な分析

異常の際、関係機関への連絡
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環境報告書 Ｐ１３，１４

４．３ 公害防止における設備

工場

水質保全活動 給水：地下水 排水：下水道

廃棄物管理

大気への汚染防止

環境リスクマネジメント

クリーンエネルギー 天然ガス
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４．３．１ 排水処理装置の管理
設備
排水処理管理者による日常点検 ：１回／日
排水処理装置の外部点検 ：１回／年

運用状態
排水処理管理者による運転状態の確認 ：４回／日
排水のチェック（ＰＨや規制物質等の確認）
パックテスト ：１回／日
原子吸光光度分析 ：１回／週
外部分析機関による分析（静岡県産業環境センター） ：１回／月

めっき組合による相互間の巡回（排水の採取）
公害パトロール制度（組合会社による分析） ：１回／月

市環境部によるセミナー（めっき組合主催） ：１回／年（９月）
違反事例
法規制の変更
その他注意点など

工業技術センターによる指導
セミナー ： ４～６回／年
見学会 ： １回／年
巡回指導 ： ２回／年
違反業者に対する指導 ： 都度

環境報告書 Ｐ１３，１４
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４．４ 排水処理異常報知システムの
開発及び運用

環境報告書 Ｐ１４

静岡工業技術センター
との共同研究を通じて、
当社の排水処理装置
の異常報知システムを
開発しました。

商品化され発売中
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４．４．１ 排水処理異常報知システムとは

導入前の問題点

排水処理装置の異常内容（ＰＨなどの異常、各処
理槽の満水、注入薬品の不足）が、制御盤まで
移動しないと確認できない状態でした。

異常報知システムの導入

異常発生時にマイコンから遠隔地にいる作業者
にＰＨＳのメール機能を利用して異常を知らせる。

社長、専務など複数の者に同時送信が可能であ
り、情報の共有が可能になった。

異常履歴が残るため、原因追求に役立てている。

環境報告書 Ｐ１４
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４．４．２ 異常報知の例
異常発生時：
送信日時 ：○○年△△月××日 ００：００
件名 ：It is unusual !!
メール本文 ：abnormal !! CH8:TYOU-UP
異常発生場所 ：メッセージ内容
調整槽上限 ：ＣＨ０８ ＴＹＯＵ－ＵＰ

正常復帰時：
件名 ：It is normal.
メール本文 ：normal
異常履歴

エア抜き実施ポンプにエアーがかんでいた為0時30分11時23分10時53分調整槽上限○月13日

2時05分11時01分8時56分調整槽上限↑

0時01分8時33分8時32分調整槽上限↑ 詰りの除去ポンプの吸口にごみが詰まっていた為

0時05分8時07分8時02分調整槽上限○月10日

解除発生
対策発生原因

異常時
間

時間
異常内容日付
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５．１ 環境報告書発行について

目的
従業員及び利害関係者
に対して、環境活動や法
令などの状況を理解して
頂くため。

配布先
従業員

得意先

仕入先

県

市

学校

その他
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環境報告書 Ｐ６，７，９

５．２ 環境報告書の効果
法令遵守に対する従業員の意識の向上
環境にかかる遵法の確認
２００４年 ２件
２００５年 １件
西テクノ工場の排水において、２月７日 下水道課から銅の基準値
３ｐｐｍから１０ｐｐｍであったという連絡があった。このとき、酸性の
排水が多量に流れ、ＰＨ調整槽での苛性ソーダの注入が追いつか
ず、プロックの形成が完全にできなかった。
排水処理装置をマイクロフロー方式を導入して、テスト運転を実施し
ているときであったため、対応が遅れてしまった。対策としては、ＰＨ
異常が発生しないようにＰＨ調整槽を２段構えにした。

環境技術・環境対策に対する結果の公表による新ビシネ
スの展開
亜鉛ニッケル合金めっきの３価化成処理（白、黒）：特許出願中
有機複合皮膜のクロムレス化
タイ王国への進出
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環境報告書 Ｐ１０

６．１ 従業員への環境教育

環境報告書発行による意識付け

環境管理体制の強化を図るため、従業員に環境教
育を実施し、環境関連資格の「公害防止管理者」や
「特定化学物質等作業責任者」などの取得を積極的
に推進しています。

技能検定では、作業者を問わず、間接部門や検査
員にも積極的に研修を受けさせ、社員一人一人の
意識の向上を図り、環境改善活動に取組んでいま
す。
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環境報告書 Ｐ１０

６．２ 資格一覧表
正社員 ８０名 （2006年8月現在）

－

2

－

5

2

2

2

3

－

－

2

－

法定人数

－

－

－

－

－

－

－

－

1

1

－

1

1

法定人数

7ＩＳＯ内部監査員（１４００１）9ＩＳＯ内部監査員（９００１）

2技能検定 噴霧塗装２級

8有機溶剤作業主任者3技能検定 電気めっき３級

1ボイラー技士21技能検定 電気めっき２級

44フォークリフト運転7技能検定 電気めっき１級

12特別管理産業廃棄物管理責任者3技能検定 射出成形2級

41特定化学物質等作業主任者2技能検定 射出成形1級

10毒劇物取扱主任者5技能検定 機械保全２級

9玉掛作業・クレーン運転作業2危険物取扱主任者（乙５、６）

1公害防止管理者（大気）6危険物取扱主任者（乙４）

2公害防止管理者（騒音）2乾燥設備作業主任者

12公害防止管理者（水質）3労働衛生管理者

1公害防止管理者（振動）2衛生管理者

有資格者数資格名有資格者数資格名
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６．３ 資格取得に関する流れ
入社 １年
「特定化学物質等作業主任者」

入社 ２～５年
「特別管理産業廃棄物管理責任者」
「危険物取扱者乙種」

「有機溶剤作業主任者」
「毒物劇物取扱主任者」
「技能検定 電気めっき２級」
「公害防止管理者（水質）第二種」

入社 ６～１０年
「ＩＳＯ１４００１，９００１内部監査員」
「技能検定 電気めっき１級」

入社 １１年以降
「公害防止管理者（騒音、大気、振動）」
「衛生管理者」
「公害防止管理者（水質）第一種」
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ご静聴ありがとうございました。ご静聴ありがとうございました。

ｈｔｔｐ ： ／／ｗｗｗ．ｋａｍｉｙａｒｉｋｅｎ．ｃｏ．ｊｐ

Ｅ－Ｍａｉｌ ：ｉｎｆｏ＠ｋａｍｉｙａｒｉｋｅｎ．ｃｏ．ｊｐ
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電気めっき業における環境保全対策 

 

 

全国鍍金工業組合連合会 

 

１．電気めっき加工と環境保全対策の概要 

(１)電気めっき加工とは、被めっき物の製品（金属、樹脂、セラミックス等）を金属が含有する水溶

液に浸漬し、電気化学的反応により、水溶液中の金属を製品の表面に皮膜として析出させる技術。 

(２)工程上生じる排水及び排ガスは排水処理及び排ガス処理により無害化した後に排出。 

老化薬品及び排水処理により生じる汚泥は産廃処理業者に処理委託。 

諸法律の管理基準に基づき、特定化学物質を保管。 

(３)全事業所が水濁法の特定施設の届け出。その他、必要に応じて各種の届け出。 

(４)法定管理責任者 

公害防止管理者（水質２種） 

→主として資格認定講習会により取得。 

講習会は産環協支部単位（９ヶ所）の他、工業組合がとりまとめ県単位の実施も。 

公害防止統括者（21 人以上） 

特別管理産業廃棄物管理責任者  有機溶剤作業主任者 

特定化学物質等作業主任者    毒物劇物取扱責任者 

危険物取扱者（消防法）     その他 

 

２．生産等の概要 

事業所数  約 2000 事業所  → ５人以下約 600 事業所 10 人以下約 1000 事業所、20 人以下約 1500 事業所。 

従業員数  約 30,000 人   → １事業所平均約 15 人。 

生産額   約 4000 億円   → １事業所平均約２億円 

排水量分布 50ｍ3／日未満：約 1400 事業所  50ｍ3／以上：約 600 事業所 

排水先分布 公共用水域：約 600 事業所  下水道：約 1400 事業所 

 

３．適用されている環境法規制 

  特定工場における公害防止組織の整備に関する法律（公害防止管理者の選任義務 等） 

  水質汚濁防止法（特定施設の届け出、排水基準遵守、排水自主測定・記録 等） 

  下水道法（同上） 

  大気汚染防止法（大規模施設は排出濃度規制、小規模施設は自主的排出削減を推進） 

  土壌汚染対策法（施設廃止時の土壌調査、対策 等） 

  化学物質排出把握管理促進法（排出量・移動量の届け出 等） 

  廃棄物処理法（廃棄物の適正処分、廃棄物の成分基準の遵守、管理票の交付義務 等） 

  特定化学物質等障害予防規則（作業環境に関する基準遵守、特定化学物質等作業主任者の選任、作

業環境測定 等） 

  毒物劇物取締法（特定物質の届出義務・管理基準の遵守、毒物劇物取扱責任者の選任義務 等） 

  消防法（特定物質の届出義務・管理基準の遵守、危険物取扱者の選任義務 等） 

  労働安全衛生法（安全管理者･衛生管理者･産業医･作業主任者等の選任義務、作業環境測定 等） 

  工業用水法（指定区域で地下水採取の許可 等） 

  その他 
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４．全国鍍金工業組合連合会の取り組み 

(１)環境保全対策マニュアルの作成・普及 

  「有害物質による事故の防止と管理」（平成２年 11 月） 

  「めっき工場の環境整備」（平成４年 11 月） 

  「新しい環境規制と電気めっき排水処理技術」（平成７年 11 月） 

  「めっき加工における脱 塩素系有機溶剤の手引き」（平成９年 11 月） 

  「めっき業界における ISO9000 及び ISO14000 シリーズ／システム事例集」（平成 10 年 11 月） 

  「新環境基準項目３物質の水質汚濁防止対策の手引き」（平成 11 年６月） 

  「電気めっき環境保全対策技術」（平成 11 年５月） 

  「電気めっき業ＰＲＴＲマニュアル」（平成 13 年５月） 

  「電気めっき事業者のための土壌汚染対策ガイドライン」（平成 16 年３月） 

  「環境コミュニケーションガイドライン 「環境に配慮しためっき事業者」と呼ばれるために」 

（平成 17 年４月） 

   機関誌「全鍍連」に解説記事（毎月発行） 

 (２)排水濃度調査事業 

・平成 16 年より年２回（春、秋）、全組合員対象に排水実態アンケート調査。 

対象物質は新規規制物質のほう素、ふっ素、硝酸性窒素･亜硝酸性窒素、亜鉛 

・集計結果の分析に基づき組合員への指導 

 (３)自主的計画 

    有害大気汚染物質の自主管理計画（第１次Ｈ９～11 年度／第２次Ｈ12～15 年度） 

    ＶＯＣ（揮発性有機化合物）自主行動計画（Ｈ12 年度に対し 22 年度に大気排出を３割削減） 

    ニッケル排水の自主管理計画（平成 12 年 1 月制定） 

 (４)その他 

   都道府県各工業組合を中心に、 

環境保全対策講習会 

専門家による巡回指導 

先進工場見学会 

等を実施。 

 

５．環境保全対策上の課題等 

(１)過去の事故事例（全鍍連の蓄積データ）を分析すると、 

   設備の破損・故障による事故 ４０％ 

   従業員の作業ミスによる事故 ４６％ 

   その他の事故（天災等）   １４％ 

  である。 

→ 設備の整備は当然のこととして、環境保全のための組織体制の整備、従業員教育の重要性

が見て取れる。 

(２)対策上の問題点等 

   ・各事業所とも公害防止管理者を中心に環境保全にあたっているが、大多数の事業所では小規模

零細のため、環境保全対策の選任者を設ける余裕がなく、環境保全のための施設の管理・点検、

従業員教育、情報収集に苦労している。 

   ・各事業所の環境保全への取り組みをサポートするため、各都道府県工業組合および全鍍連が行
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政、公設試験研究機関等と連携して、環境保全推進の呼びかけやそのための情報提供を行うこ

とが重要。 


	公害防止対策の　　　　　取組状況・方向性
	１．１　会社概要
	１．２　事業内容
	２．企業理念「資源を活かし、環境を守る」ＫＡＭＩＹＡ
	３．環境に関する主な取組状況
	４．１　公害防止に係わる業務
	４．２　排水処理における業務内容
	４．３　公害防止における設備
	４．３．１　排水処理装置の管理
	４．４　排水処理異常報知システムの　　　　開発及び運用
	４．４．１　排水処理異常報知システムとは
	４．４．２　異常報知の例
	５．１　環境報告書発行について
	５．２　環境報告書の効果
	６．１　従業員への環境教育
	６．２　資格一覧表
	６．３　資格取得に関する流れ
	ご静聴ありがとうございました。

